
平成 　　年　　月　　日

（ﾌﾘｶﾞﾅ）
　氏 名

　貴社の取引状況について

ア イ

（記載例） カ ブ シ キ ガ イ シ ャ ○ ○ シ ョ ウ テ ン

取引先事業者
の名称

　ア 小売業 　イ 卸売業 　ウ 製造業 　エ 建設業 　オ 運輸業
　カ 不動産業 　キ その他　⇒ （ 業・事業）

取引先事業者の
本社所在地

（分かるところまで） 電話 　－　　　　－

問題のある
取引の内容

記載日

公正取引委員会
中小企業庁

氏名

※　１枚の回答用紙に記載できる，問題のある行為を行った取引先事業者の情報は，１社のみです。
　　回答用紙が不足する場合は，この回答用紙をコピーしたもの又は公正取引委員会ホームページ（消費税
　転嫁対策コーナー）若しくは中小企業庁ホームページ（消費税価格転嫁等対策）に掲載の回答用紙を印刷
　の上回答してください。

部署

役職

住所

電話

回答用紙（２６供給）

　調査を行う場合には，情報源が決して知られることのないよう十分に注意
して行います。安心してありのままの事実を記載してください。

　問題のある取引先事業者の情報を御記載ください。（該当する記号のいずれかに○を記載し，
必要に応じ，具体的に記載してください。）

 貴 社 の 企 業 番 号

　ア　連絡してもよい　⇒
連絡先電話番号
（携帯も可）

設問１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（裏面に続きます。）

市 区
町 村

問
題
の
あ
る
取
引
先
事
業
者

貴社が供給する商品又は役務（サービス）の内容を記載してくださ
い。

取引先事業者
の主な事業

　該当する記号のいずれかに○を記載し，必要に応じ，具体的に記載してください。

区　　分

　各欄とも記載は任意ですが，今後の調査のために，可能であれば，お送りした封筒表面の貴社
の名称の下に印字しております「貴社の企業番号」，「回答者氏名」及び「連絡先電話番号」を
記載してください（公正取引委員会，中小企業庁等の調査を担当する官公庁から連絡をさせてい
ただく可能性があります（ホームページから印刷又は窓口で調査票を入手された場合は「貴社の
企業番号」はありませんので，記載不要です。）。

　イ　連絡しないでほしい

　ア　法人　⇒　（資本金 万円）１万円未満切り捨て。
　イ　個人事業者
　ウ　人格のない社団等（法人でない社団又は財団で代表者又は管理
　　人の定めがあるもの。例：学校のＰＴＡ，研究会やクラブ，法人
　　でない労働組合やマンションの管理組合等）

回答者氏名

連絡の可否

※「J」又は「K」含む８桁の記号番号
　（例：K9999999）

フリガナ

問題のある行為
を行った取引先
事業者の担当者

（事業所）

都 道
府 県

秘 
Ａ：貴社の情報 

Ｂ：問題のある取引先事業者の情報 



　消費税の転嫁について

ア イ

　「買いたたき」について

ア イ

ア イ ウ

要請を受けた時期 年 月頃

要請の方法 ア 説明会　　イ 個別の要請　　ウ 文書　　エ メール

（複数回答可） ）

　「減額」について

ア イ

ア イ ウ

要請を受けた時期 年 月頃

要請の方法

（複数回答可） ）

　「商品購入・役務利用又は利益提供の要請」について

ア イ

ア イ ウ

要請を受けた時期 年 月頃

要請の方法

（複数回答可） ）

　「本体価格での交渉の拒否」について

ア イ

ア イ

交渉を申し出た又は拒まれた時期 年 月頃

26 11

ア 説明会　　イ 個別の要請　　ウ 文書　　エ メール

オ ＦＡＸ　　カ 口頭　　キ その他（具体的に

①

商品購入・役務利用又は利益提供の要請の内容（要請内容の実行時期，本体価格の変動
状況を含めて記載してください。７頁の「例示」も参考にしてください。）

設問６

ア 説明会　　イ 個別の要請　　ウ 文書　　エ メール

オ ＦＡＸ　　カ 口頭　　キ その他（具体的に

②

設問２

御協力ありがとうございました。返信用封筒（切手不要）に「回答用紙」のみ提出（郵送）してください。

②

③
減額の内容（要請内容の実行時期，本体価格の変動状況を含めて記載してください。６
頁の「例示」も参考にしてください。）

設問３

③
買いたたきの内容（要請内容の実行時期，本体価格の変動状況を含めて記載してくださ
い。５頁の「例示」も参考にしてください。）

①

②

①

③

交渉の状況（交渉の過程等を含めて記載してください。８頁の「例示」も参考にしてく
ださい。）

設問５

①

オ ＦＡＸ　　カ 口頭　　キ その他（具体的に

設問４

②

③


	回答部分

